
１．産業支援サービス業の重要性と中国地域における集積状況

�１ 　産業支援サービス業の重要性

①　地域の雇用を牽引する高い成長力

　従業者数が増加しているサービス業の中でも、産業支援サービス業はとりわけ成長

性の高い産業である。その結果、全国における全産業に占めるサービス業の構成比は

１９５０年の９�２％から２０００年には２６�８％（図表略）、サービス業に占める産業支援サービ

ス業の構成比は１９５１年の８�４％から１９９６年には３０�２％に上昇した。

　産業支援サービス業の成長の背景としては、製品の高付加価値化におけるデザイン、

マーケティングなどのサービス部門の重要性の高まり、総務や経理などの社内業務の

アウトソーシング需要の拡大、情報通信分野のイノベーションによる関連産業の創出

などが挙げられる。

　近年は「他に分類されない事業サービス業」（ディスプレイ業、労働者派遣業など）

や「ソフトウェア業」、「建物サービス業」、「その他の専門サービス業」（経営コンサ

ルタント業、機械設計業など）の伸びが大きい。サービス業における従業者数の増加

上位１０業種（増加寄与率順）のうち、産業支援サービス業が半数以上を占めている。

また、企業経営を対象とした「事業サービス業」や、専門的な知識をもとにサービス
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を行う「専門サービス業」の分野で“他に分類されない”、“その他”といったカテゴ

リーに属する業種が拡大していることから、これらの分野で新しいタイプの事業が多

数創出されていることが窺える。

②　地域の基幹産業である製造業の高度化に対する支援

　地域の基幹産業である製造業の競争力強化を図る上で、これらをサポートする設計、

デザイン、ソフトウェア、試験・検査などの産業支援サービス業の重要性が高まって

いる。

　一方、製造業自身においても、ものづくり専業から脱却し、いわゆる“スマイルカー

ブ”（収益源がサービス領域とコア部品領域へシフトする潮流）を念頭に、川下のサー

ビス分野に事業を展開する例も多く見られるなど、「製造業のサービス化」も進展し

ている。

③　地域のイノベーションシステムを構成する中心的なセクター

　知識経済化が進む中で、知識の創造とその産業化を継続的に行うための地域基盤

（地域のイノベーションシステム）の一部として、高質な産業支援サービス業の重要

性が高まっている。こうした地域のイノベーションシステムにおける産業支援サービ

ス業の役割としては、知識創造を媒介し、知識の実用化を支援することで、地域のイ
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ノベーション・サイクルのポテンシャルを最大限に引き出すことと位置づけられる。
　

地域のイノベーションシステムの構成セクター
　

　　・産学官連携を中心とした効果的な研究開発システム（知識の創造）

　　・起業に対する支援制度、支援システム（知識の実用化）

　　・高質な産業支援サービス業の存在（知識の創造・実用化の支援・媒介）

　　・高度な情報通信基盤（知識の流通）

　

④　他地域にもサービスを提供する移出型・他地域支援型産業としての特性

　産業支援サービス業は、域内需要のみならず、他地域にもサービスを提供する移出

型・他地域支援型産業としての特性を有している。とりわけ、高度な知識や情報を提

供する産業支援サービス業では、大都市圏などで地域需要のボリュームをはるかに超

えた「集積」が形成されている。

　こうした集積は、企業間の密接なコラボレーションを通じて、新たな知識・サービ

スが次々と生み出されるダイナミズムを有しており、集積が集積を呼ぶ形で集積度が

加速度的に高まる傾向がみられる。

�２ 　中国地域における産業支援サービス業の集積状況

　全国の産業支援サービス業従業者数は４８８万人で、全産業の９�１％を占めている。中国

地域では２５万人で、全産業に占める割合は７�７％と全国を１�４ポイント下回っている。一

方で、その他のサービス業の割合は１７�０％で全国の１６�４％を上回っており、中国地域で

は生活関連のサービス化は全国並み以上に進む一方、産業関連のサービス化は全国を下

回っていることが分かる。

　中国地域の産業支援サービス業の対全国比（従業者数ベース）は５�０％であり、人口を

はじめ、製造業や商業などのいずれと比較してもその割合は低い。サービス業の中で比

較しても、その他のサービス業と比べて集積の不足が目立っている。

　県別には、特に山口県、岡山県の集積水準が低く、両県の製造業集積、高いものづく

り機能に見合った産業支援サービスの供給能力が地域に備わっていない状況が窺える。
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２．産業支援サービス業の都市立地特性

�１ 　都市に集中する産業支援サービス業

��サービス業のなかでも、産業支援サービス業は、顧客となる事業所が集積する都市、

とりわけ大都市に集中立地する傾向が強いことが特徴である。わが国における産業の都

市への集中状況を従業者数の都市階層別シェアからみると、全産業の都市部シェアは

８３�３％であるが、産業支援サービス業においては９０�３％と都市に集中度が強い。さらに、

産業支援サービス業の大都市シェアは３８�７％と全産業及びサービス業を１０ポイント以上

上回っている。

　産業別にみると、大半の産業において都市部シェアは９０％を超えており、「法律事務所，

特許事務所」「映画・ビデオサービス業」「広告代理業」等においては、都市部シェアは

ほぼ１００％に達し、とりわけ、大都市及びその周辺都市を含めた３大都市圏への集中傾向

が顕著である。

　中国地域においても、全国と同様、産業支援サービス業の都市集中傾向は明らかであ

る。都市階層別にみると、中国地域における産業支援サービス業は、広島市に集中立地
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する傾向が強くなっており、岡山市への集中もみられる。

　産業別にみると、全国において大都市に集中する産業が、中国地域においては広島市

に集中する傾向にある。また、岡山市や地方中核都市のシェアも全般に高い。
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�２ 　産業支援サービス業の階層性

　規模が大きい都市に集中立地する傾向にある産業支援サービス業は、都市において「外

部地域を支援する機能」が発揮される典型的な産業である。こうした「外部地域を支援

する機能」は、ある程度の人口規模（内部需要）を基礎に、一定規模以上の産業支援サー

ビス業が集積する都市階層において発現すると考えられる。

　全国の都市圏中心都市（３大都市圏の中心都市７大都市及び地方圏の都市圏中心都市

３４７都市）を対象に、都市階層別の産業支援サービス業の集積係数を算出し、この係数が

１を超える（立地都市において外部地域を支援する機能が発現する）都市階層を示すと、

産業支援サービス業は、都市階層か高まるにつれて立地量が増大し、地方中核都市階層

において「外部地域を支援する機能」が発現していることが分かる。

　これを産業別にみると、大都市と地方中枢都市及び地方中核（中枢）都市においては、

ほとんどの産業が「外部地域を支援する機能」を発揮するだけの集積をみているのに対

し、地方中核都市以下の階層では、「外部地域を支援する機能」を発揮する産業は限定さ

れる傾向にある。

　なお、産業支援サービス業の各産業は、集積係数が１をこえる都市階層に対応させて、

「高次都市機能」（地方中核都市以上の階層において集積係数が１を超える産業）、「準高

次都市機能」（地方中心都市以上の階層において集積係数が１を超える産業）、「基礎的都

市機能」（地方中小都市以上の階層において集積係数が１を超える産業）の３階層に区分

することができる。

�３ 　産業支援サービス業の都市集積特性

��産業支援サービス業の立地集積は、都市規模が大きくなるほど拍車が掛かり、等比級数

的に集積量（従業者数）が増大していくものと考えられる。そこで、全国６７２都市の人

口規模と産業支援サービス業従業者数との相関関係をみると、都市人口が１００万人前後を

超える段階から、急激に従業者数が増大する傾向が認められ、それ以下の人口規模にお

いても緩やかな等比級数的な増加傾向がみられる。

　なお、前項で算出した集積係数は、図中に点線で示した「人口当たり従業者数」を傾

きとした等差級数直線（�＝０�０３９�）上の期待値に対する実績値の比である。この直線

は、人口に比例して一定量で従業者数が増加する傾向を示すものであり、これと実線で

示した回帰曲線との差が、等比級数的に拡大する集積の効果に相当するといえる。また、

実線（曲線）と点線（直線）の交点となる都市人口は８６８千人であり、これを、等比級

― ―���

集積係数＝当該都市の従業者数（ｅ）／当該都市の非基盤従業者数（ε）

　　　　＝当該都市の従業者数（ｅ）／（当該都市の人口（ｐ）×全国の人口当たり従業者数（Ｅ／Ｐ））

　なお、基盤（ベーシック）機能量は、当該都市の従業者数（ｅ）－当該都市の非基盤従業者数（ε）により

算出される



― ―���

産業支援サービス業の都市階層別集積係数（１９９９年）



数的な集積の効果が発現する（「外部地域を支援する機能」が発揮される）都市人口規

模の期待値とみることができる。

　産業支援サービス業の機能階層区分（高次都市機能産業、準高次都市機能産業、基礎

的都市機能産業の３区分）ごとに、都市人口と従業者数との相関関係をみると、都市人

口に応じて等比級数的に立地集積に拍車が掛かる傾向は、図中に示した回帰曲線（回帰

係数）に明らかなように、高次都市機能産業において特に強いことが検証される。こう

した傾向は、準高次都市機能産業においても強い。一方、基礎的都市機能産業について

は、都市人口に応じた等比級数的な立地集積増大傾向はみられず、都市人口の増加に比

例して等差級数的（直線的）に集積量（従業者数）は増加する傾向にある。

　なお、高次都市機能産業と準高次都市機能産業における等比級数的な立地集積増大傾

向（回帰係数）の相違は、最大集積を有する東京特別区の集積量（従業者数）の相違を

強く反映しており、産業支援サービス業の東京特別区への立地集積は、高次都市機能産

業において特に顕著である。

�４ 　中国地域における産業支援サービス業の過不足量

　集積係数を算出した考え方（経済基盤理論）に基づいて、中国地域各都市における産

業支援サービス業の基盤（ベーシック）機能従業者数を推定すると、広島市が約１８�０００

人（従業者数の約３０％）と突出しており、これに次ぐ岡山市は約４�５００人（従業者数の

約１５％）で広島市の１／４にとどまっている。このほかプラスであるのは、松江市・米子

市等の少数の都市に過ぎず、松江市以外の地方中核都市４市を含むほとんどの都市にお

いて、基盤（ベーシック）機能従業者数はマイナス（不足）となり、産業支援サービス

機能を他都市に依存する状況にある。
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　中国地域においては、広島市への産業支援サービス業の集中と、これを背景とする「外

部地域を支援する機能」の広島市への偏在が目立っている。しかし、広島市の他地域支

援機能は、中国地域全体をカバーするには至らず、産業支援サービス機能が広島市等の

域内都市の供給力によっては充足されないため、域外都市に多くを依存せざるを得ない

状況にある。
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中国地域各都市における産業支援サービス業の基盤（ベーシック）機能従業者数（１９９９年）

中国地域における機能階層別・都市階層別の産業支援サービス業従業者過不足量（１９９９年）

中国地域における産業小（細）分類別・都市階層別の産業支援サービス業従業者過不足量 （１９９９年）



　特に、産業支援サービス業の不足は、高次都市機能産業の不足によるところが極めて

大きく、準高次都市機能産業の不足も大きいが、基礎的都市機能産業については域内で

充足している。

　高次都市機能産業の従業者不足を産業別にみると、大都市への集中立地傾向と成長性

が強い「ソフトウェア業」「他に分類されない事業サービス業」、「情報処理・提供サー

ビス業」の不足が特に大きいものとなっている。また、準高次都市機能産業についても、

「建物サービス業」や機械設計業・経営コンサルタント業等の「その他の専門サービス業」

など、広島市への集積量は大きいものの中国地域全体では不足が目立つ産業がみられる。

３．中国地域企業における産業支援サービスの活用実態とニーズ

　以下では、中国地域企業に対して行ったアンケート調査結果をもとに、産業支援サー

ビスの活用実態とニーズについて概観した。アンケート調査は、中国地域５県に本社の

ある１�１６０社に対して実施し（調査期間２００２年４～５月）、合計２１０社から回答を得た（有

効回収率１８�１％）。

�１ 　中国地域企業における産業支援サービスの活用方針

　企業が外部の「産業支援サービス」を活用する場合、一般に「必要最小限型」「コス

ト削減型」「高度化型」「中核事業集中型」の４つの方針が考えられる。

　「必要最小限型」は、できるかぎりの業務を社内で行い、社内では困難な業務を外部

に委託するという方針である。それには、外部サービスを“必要としない”という側面

と、“利用できない”という側面があると考えられるが、今回のアンケートでは、こう

した「必要最小限型」の方針を持つ企業は５５％と半数以上にのぼっている。いずれにし

ろ、中国地域では産業支援サービスの活用に消極的な企業が多くを占めている。「コスト

削減型」は、コスト削減が期待される業務について外部に委託するという方針であり、

そうした企業は３６％を占めている。
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　こうした「コスト削減型」及び「必要最小限型」はある意味、外部に委託する必然性

を有しており、戦略的な要素は少ない。自社の経営目標を達成するための重要な手段と

して、産業支援サービスの活用を捉えているのは、以下のような「高度化型」あるいは

「中核事業集中型」の方針であると考えられる。

　「高度化型」は、外部の経営資源の導入によって事業の高度化が期待される業務につい

て外部に委託したり、他企業と提携したりする方針であり、単純なコスト削減から一歩

踏み込んで、高い専門性を導入しようとする戦略である。こうした「高度化」の方針を

持つ企業は２２％となっている。「中核事業集中型」は、自社の中核事業（コア・コンピ

タンス）に集中するため、中核事業以外の業務はできるかぎり外部に委託する方針であ

り、最も戦略的かつ究極的な産業支援サービスの活用であると言える。中国地域では、

こうした「中核事業集中型」の方針を持つ企業は３％とごくわずかにとどまっている。

�２ 　産業支援サービスの利用状況

　����［１９９９］は、コンピュータソフトウェア・情報処理サービス、�＆�・技術サー

ビス、マーケティングサービス、企業組織サービス、人的資源開発サービスを“戦略的

ビジネスサービス”と一括した上で、「戦略的ビジネスサービスは近年重要性を増して

きており、今日では企業一般、特に製造業の企業にはビジネスインフラの不可欠な部分

となっている。これらのサービスは、これまで十分に分析されていないけれども、企業

競争力の鍵となる要素であり、本質的に成長とダイナミズムの重要な源泉であることが

示されつつある」と指摘している。

　これらの５分野における具体的な業務について中国地域における利用状況をみると、

ＩＴの戦略的活用分野において、平均してサービスの利用割合が高いのが分かる。「ホー

ムページの作成・管理」で４０％、「ＩＴ活用の基本方針・戦略の策定、情報システム開発」

で３５％、「情報システムの運営」で２９％の企業が外部のサービスを活用している。

　そのほかでは、人材関連分野の「社員教育・研修」６５％、マーケティング分野の「広

告」４０％といった、相対的に産業として蓄積のあるもので利用割合の高さが目立つほか、

近年の国際化や環境経営の拡大を受けて、経営分野の「基準の認証取得」が２９％と、比

較的利用割合の高いのが特徴として挙げられる。一方、「マーチャンダイジング」「リス

クマネジメント」「アウトプレースメント」「人事考課の代行、人事データ分析」といっ

た、比較的新しいサービスについては、まだその利用は低位にとどまっている。

　産業支援サービスの戦略的な活用方針を持っている“高度化・集中型企業”では、大

半の業務において全体平均よりも利用割合が高くなっている。特にＩＴの戦略的活用分

野において、全体よりも１０ポイント前後も利用度が高く、産業支援サービスの戦略的活

用の特徴の一つが浮かび上がっている。そのほかでは、「市場調査」「広告」「基準の認

証取得」「リクルート・ヘッドハンティング」「製品デザイン・製品計画」などで、全体

平均を大きく上回っており、サービス活用方針による利用格差が比較的大きい。一方、
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全体の利用割合が最も高い「社員教育・研修」については、高度化・集中型企業のプラ

ス差は１�２ポイントしかなく、サービス活用方針に関わりなく幅広く利用されているこ

とが分かる。

�３ 　産業支援サービスの利用先地域

　産業支援サービスの利用先地域については、５分野いずれにおいても「県内」が最も

高く、結果的に自社から近い所に位置する事業者を選択する傾向が強いことが分かる。

特に、ＩＴ分野や研究開発・技術開発分野では、「県内」割合が７０％を上回っている。
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　“近場”以外の地域についてみると、いずれの分野でも、県内に次いで近い「その他

の中国地域」や「大阪圏」よりも、距離が離れている「東京圏」の利用割合が高い。こ

うした傾向は、特に経営・財務分野において顕著であり、同分野では「東京圏」の割合

が４３％と「県内」４４％とほぼ肩を並べる水準に達している。その他の分野（ＩＴ分野を

除く）でも、「東京圏」の割合は３０％前後を占め、比較的高い。これらの結果は、企業

の本社機能等が集中する東京圏において、専門性の高い多様なサービスが提供され、中

国地域におけるニーズが少なからず流出している状況を示すものであると考えられる。

�４ 　今後の産業支援サービスの活用意向

　自社での産業支援サービスの利用が、今後、どの程度伸びる見込みであるのかをみる

と、「かなり伸びる」という企業は１１％とそれほど多くないが、「やや伸びる」という企

業が４９％と半数近くを占め、一方で「やや減る」「かなり減る」という企業は合わせて

５％未満にとどまっていることから、全体的に産業支援サービスの利用は拡大傾向とな

ることが見込まれる。

　利用意向のある具体的な産業支援サービス分野については、「ＩＴの戦略的活用」及び

「人材関連」の２分野を挙げる企業がそれぞれ半数以上を占めている。
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�５ 　サービス利用にあたっての問題点・懸念とサービス事業者に求められる取り組み

　産業支援サービスを利用するにあたって、どのような問題点や懸念があるかをみると、

「サービスの価格・料金が分かりにくい」「無形であるため十分にチェックできない」と

いった問題点を挙げている企業が多い。これらは、無形財としてのサービスの業種特性

に根ざした根本的な阻害要因とも言えるが、供給側の産業支援サービス事業者の工夫や

需要側の目利き向上により、ある程度低めていくことが可能であろう。また、そうした

問題点が多く指摘されるのは、全般的にサービス利用の成熟度が低い現状を示している

とも言える。

　サービス事業者には、サービス内容を積極的に情報発信するとともに、課題解決だけ

でなく、問題発掘からニーズを掘り起こす姿勢が求められる。利用側は、戦略的な活用

方針を持っている企業ばかりでなく、むしろ問題点や活用方法がはっきりしない企業が

多い。また、活用意向の高い企業は東京圏などに目が向きがちである。今後、中国地域
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のサービス事業者においては、ニーズの高いＩＴや人材関連を中心とした戦略的分野の

サービス供給の強化が求められる。

　また、中国地域の基幹産業である製造業の競争力強化を促進するため、これらをサ

ポートする製品デザイン、マーケティング、試験・検査などの強化も重要である。その

ためには、事業者の自助努力とともに、客観的な資格・基準やサービス品質保証制度な

どの枠組みづくりなど、主にサービスの透明性を高めるための側面的なサポートが求め

られる。

４．産業支援サービス業振興の課題

　→いかに「イノベーションと需要の好循環（ポジティブ・フィードバック）」を生み

出すか

　産業支援サービス業の中でも、地域にとって特に重要なのは、情報関連サービス、�＆

�・技術サービス、マーケティング、人材開発、経営コンサルティングなどの“戦略的
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ビジネスサービス”に関わる産業である。それらは、２章で分析した「高次都市機能」

の階層に分類される産業であり、都市規模に対し等比級数的・加速度的に集積する特性

を持っている。それは、これらが優れて知識集約度の高い産業であるため、知識の偏在

的・非有限的・収穫逓増的な特性によって、集積規模が大きな都市、とりわけ大都市の

都心部において大きな外部経済効果が生み出されるからである。

　しかし、中国地域においては、中枢都市である広島市においても、産業支援サービス

業の集積水準は中国地域内の他地域を支援するという点から見て、不十分なのが現状で

ある。また、需要側から見ても、産業支援サービスを戦略的に活用している中国地域企

業はまだ少数にとどまっている。

　産業支援サービス業の集積を図るためには、まず地域需要への対応が重要である。他

地域を支援する特性があるとはいえ、産業支援サービス業における需要の大部分は当該

地域による需要が占めるからである。「高度な地域需要→産業支援サービス業の高度化→

知識創造を通じたイノベーション→地域産業全般の高度化→より高度な需要・・・」と

いった好循環（ポジティブ・フィードバック）をいかに生み出すかが重要である。それ

は、地域のイノベーションシステムの構築そのものであり、産学官連携を中心とした研

究開発システムや、起業に対する支援システムといった他の要素とも絡めて、産業支援

サービス業の集積・高度化を捉える必要があることを示している。

　具体的には、次のような政策的対応が考えられる。

①　地域需要の喚起・高度化の促進　　

　・地域業者への優先発注など、行政による呼び水的な地域需要喚起

　・大学庶務や研究補助業務のアウトソーシングの促進　　　

　・産業支援サービスに関する情報提供（戦略的な活用事例、事業者やサービス内容など）

　・サービスの透明性を高めるためのサポート（客観的な資格・基準や品質保証制度など）

②　産業支援サービス事業者のスキルアップ支援　　　　

　・地域企業と先端的な大都市圏企業との協業による事業機会の提供（�����������������）

　・異業種交流的な場の提供、ボランタリーな交流組織への支援　　

　・大学における文科系人材を中心とした人材育成機能の強化

③　その他（間接的要因）　

　・産学官連携を中心とした研究開発システムの強化

　・起業に対する支援制度、支援システムの強化　　　　　

　・生活・教育環境の整備、多様な消費機会や都心の賑わいの創出を通じた都市の魅力向上
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